
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施事業一覧、評価表（令和5年度実施計画分）

臨時交付金充当経費
【円】

1
令和5年度大川村電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金（総合経済対策・住民税均
等割非課税世帯）【物価高騰対策給付金】

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持
する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯　70世帯×70千円
事務費　430千円
事務費の内容【需要費（事務用品）　役務費（郵送料等）使用料及び賃借料として支
出】

3,951,716 3,951,716 R5.12 R6.7
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行
う。1世帯当たり70,000円を支給し低所得
の方々の生活を維持する。

物価高が続く中で低所得世帯へ1世帯当たり70,000
円を支給し低所得の方々の生活を維持する。

物価高が続く中で低所得世帯へ、1世帯当たり
70,000円の支援を行った。
　低所得世帯への給付金及び事務費
　給付金　56世帯 3,920,000円
　事務費　56世帯　  31,716円
　R5年度分の住民税非課税世帯（70世帯を対象と
し、56世帯への給付を実施した。）

効果的であった 総務課

2
令和5年度大川村電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金（総合経済対策・住民税均
等割のみ課税世帯）【物価高騰対策給付金】

①物価高騰が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支援を行う。
②住民税均等割のみ課税世帯等への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯等　21世帯×100千円
事務費　53千円
事務費の内容【使用料及び賃借料として支出】

1,700,000 1,700,000 R6.2 R6.7

物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世
帯等への支援を行う。1世帯当たり100,000
円を支給し低所得の方々の生活を維持す
る。

物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等へ、
1世帯当たり100,000円を支給し低所得の方々の生活
を維持する。

物価高騰が続く中で、低所得者への支援を行った。
　令和5年度均等割のみ課税世帯
　　22世帯対象　17世帯給付（1,700,000円）

効果的であった 総務課

3
令和5年度大川村電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金（総合経済対策・子ども加
算）【物価高騰対策給付金】

①物価高騰が続く中で子育てをしている低所得世帯への支援を行う。
②子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯・住民税均等割のみ課税世帯の子供の人数
5人×50千円
事務費　8千円
事務費の内容　【需用費（事務用品等）として支出】

300,000 300,000 R6.3 R6.8

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行
う。18歳以下の対象世帯の子ども加算を、
1人当たり50,000円を支給し低所得の方々
の生活を維持する。

物価高が続く中で低所得世帯へ、18歳以下の対象世
帯の子ども加算を1人当たり50,000円を支給し低所
得の方々の生活を維持する。

物価高が続く中で低所得世帯へ、こども加算支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
　低所得世帯への給付金及び事務費
　給付金　　6人　300,000円
R7年度分の住民税非課税世帯（3世帯を対象とし、6
人への給付を実施した。）

効果的であった 総務課

4 産業団体支援金交付事業

①世界的な飼料穀物価格高騰や電気料金高騰等、近年の様々な物価高の影響を受けて
いる村内の農畜林・商工団体の中小企業に対し、事業継続を目的とした支援金を交付
する。
②負担金・補助及び交付金
③近年の物価高騰や原油価格高騰等により影響を受けた村内事業所等への支援（同期
間対比で影響相当額の75％補助　7団体）
※その他欄の金額は一般財源
高騰した経費の単価（差額）に経費量を乗じた額の75％以内の額
または減収額に利益率を乗じた額の75％以内の額（千円未満切捨）

4,626,000 4,626,000 R6.12 R7.2

世界的な飼料穀物価格高騰や電気料金高騰
等、近年の様々な物価高の影響を受けてい
る村内の農畜林・商工団体の中小企業に対
し、事業継続を目的とした支援金を交付す
る。

世界的な飼料穀物価格高騰や電気料金高騰等によ
り、厳しい状況にある事業者へ安定的な経営のため
に支援を行う。

支援事業者数　2事業者
支援金支給額　4,626,000円

効果的であった むらづくり推進課

事業実施内容 成果目標 事業の効果
（具体的に数値等を記載）

検証結果 担当課事業終期NO 事業人称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
【円】

事業始期


